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尾花沢市運動公園体育施設指定管理者募集要項 

 

尾花沢市（以下「本市」という。）が市民のスポーツ振興を図り、心身の健全な発

達、健康の維持及び増進に役立てるとともに、交流や地域の連帯を深めることを目的

に設置している尾花沢市運動公園体育施設（以下「本体育施設」という。）について、

より一層の利用者サービスの向上や効率的な施設運営を図るため、「尾花沢市公の施

設に係る指定管理者の指定の手続き等に関する条例」（平成16年６月14日条例第24号）

により、本体育施設の管理運営等業務を行う指定管理者を次のとおり募集します。 

 

１.施設概要 

(１)体育施設の名称及び所在地 

① 尾花沢市運動公園 

   （所 在 地） 尾花沢市大字尾花沢横長根山地内 

   （敷地面積）16.9ha 

 ② 体育施設（指定管理） 

ア 尾花沢市体育館（尾花沢市新町三丁目5番35号） 

イ 尾花沢市総合球場（尾花沢市大字尾花沢字横長根山5152番地の266） 

ウ 尾花沢市スポーツロード（尾花沢市大字尾花沢字横長根山5152番地の266） 

エ 尾花沢市サッカー場（尾花沢市大字尾花沢字横長根山5152番地の266） 

オ 尾花沢市多目的広場（尾花沢市大字尾花沢字横長根山5152番地の266） 

カ 長根山遊歩道（尾花沢市大字尾花沢字横長根山5152番地の266） 

(２)開設期間、利用時間 

尾花沢市運動公園管理運営に関する規則（平成26年４月21日規則第７号）で定

める本体育施設の使用期間及び使用時間を開設期間及び利用時間とします。 

(３)休館日及び休場日 

本体育施設の休館日及び休場日は、毎週月曜日及び12月28日から翌年の１月４日

までとします。ただし、市が特に必要と認めるときは、これに関わらず変更するこ

とができることとします。 

 

２．業務内容 

（１）指定管理者が行う指定管理業務の範囲 

指定管理者は、次の業務を行うこととします。 

ア 本体育施設の運営に関する業務 

イ 本体育施設の維持管理に関する業務 

ウ 本体育施設の使用許可に関する業務 



2  

エ 使用料の納付期日の決定及び免除に関する業務 

オ その他本体育施設の管理上、市長が必要と認める業務 

※詳細は、別紙「尾花沢市運動公園体育施設指定管理業務仕様書」を参照して

ください。 

(２)使用料の徴収事務 

本体育施設の使用料は、本市の歳入として、地方自治法施行令第158条に基づき

徴収委託を受けた指定管理者が利用者から徴収し、本市へ納付することになりま

す。 

(３)自主事業として行うことができる業務 

指定管理者は本体育施設の設置目的に合致し、かつ管理運営業務の実施を妨げ

ない範囲において、指定管理者の責任と費用負担により自主事業を実施すること

ができますが、現在提供しているスポーツ教室、スポーツ学童について、利用者

に不利益が生じないよう継続的な事業の実施に努めてください。 

 

３．指定管理予定期間 

  令和８年４月１日から令和13年３月３１日まで（５年間） 

  この期間は議会議決後、正式に指定期間になります。 

 

４．指定管理料の取扱い 

(１) 指定管理料 

① 指定管理料 

指定期間（５年間）における指定管理料の上限額は、209,979千円（消費税

及び地方消費税を含む）とします。消費税等の税率については、10％として

計上してください。税率改正があった場合は、本市と指定管理者との協議によ

り指定管理料に加算します。 

応募にあたっては、上限額以内で各年度の収支計画書を提示してください。

なお、本市が支払う指定管理料については、提案額がそのまま指定管理料にな

るわけではなく、本市と指定管理者との協議の上、指定期間全体額については

「基本協定」で、各年度の指定管理料の額と支払方法（分割回数・時期）につ

いては「年度協定」で、別途、定めることとします。また、指定管理料は、各

年度の予算編成ではじめて確定しますので、年度によっては指定管理者の提案

額に満たない場合があります。 

② 指定管理料の対象経費 

指定管理料の対象となる経費は、次の経費とします。 

・人件費・・・雇用者の賃金 



3  

・事務費・・・施設運営経費（消耗品費、印刷製本費、通信費等） 

・管理費・・・施設管理経費（光熱水費、燃料費、保守管理費、20万円未満の

修繕費、薬剤費等） 

※管理費のうち、光熱水費、燃料費、修繕費は年度予定費用とし、年度決算で

最終的に予定費用を超過した場合（予定費用より５％以上の変動乖離がある

場合）は、当該費用分を翌年度の指定管理料に加算し、不用額が生じた場合

は、当該年度の出納整理期間（５月末）までに返納していただきます。 

(２)指定管理料の支払い 

会計年度（４月１日から翌年３月31日まで）ごとに支払います。 

(３)指定管理料の管理 

指定管理者は、本業務の実施に係る支出及び収入を適切に管理するため、固有の

金融機関口座を開設し帳簿を備え付け適正な運用を図ってください。 

 

６．自主事業の取扱い 

指定管理者は、本市の承諾を得て施設本来の利用を妨げず指定管理業務に支障が

ない範囲で指定管理者の責任及び費用負担で施設を活用し、自主事業を実施するこ

とができます。自主事業に係る収支は指定管理者に帰属するため、指定管理業務と

は経理を分けて管理し、実施状況及び収支実績は本市へ報告してください。なお、

自主事業による本体育施設の使用料は、指定管理者の収入として取り扱います。 

 

７.募集及び選定のスケジュール 

(１)募集要項の公表 

① 日  時 令和７年１０月１７日(金) ～ 

② 掲載場所 尾花沢市ホームページ

https://www.city.obanazawa.yamagata.jp/ 

「トップ‐市政情報－政策・総合計画-指定管理者制度」へ掲載 

(２)現地説明会 

下記日時に現地説明会を実施します。参加を希望される場合は、参加申込書を提

出してください。なお、当日資料は、市ホームページ掲載の資料となりますので、

各自印刷の上ご持参ください。 

① 日  時 令和７年１０月２８日（火）午前１０時～ 

② 会  場 尾花沢市体育館１階多目的室 

(３)現地説明会への参加申込書の提出 

現地説明会へ参加する場合は、以下により提出してください。 

① 申込期限 令和７年１０月２４日（金）１７時まで（必着） 
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② 申込方法 説明会参加申込書【要項様式第１号】を提出 

③ 申 込 先 本募集要項「17.問合せ先」のとおり 

④ 提出方法  

持参、郵送、ＦＡＸまたは電子メールで提出してください。また、ＦＡＸまた

は電子メールの場合は、必ず電話で到達を確認してください。 

(４)質問の受付期間及び提出先 

① 受付期間 令和７年１０月２８日(金)から１０月３１日(金)まで 

② 提 出 先 本募集要項「17.問合せ先」のとおり 

③ 質疑方法 募集に関する質問票【要項様式第２号】を提出 

④ 提出方法 

持参、郵送、ＦＡＸまたは電子メールで提出してください。また、ＦＡＸまた

は電子メールの場合は、必ず電話で到達を確認してください。 

(５)質問に対する回答 

回答は公平性、透明性を確保するため、 １１月７日（金）を目途に本市ホーム

ページに内容を掲載します。なお、質問に対する回答は本要項、業務仕様書の追加

又は修正したものとみなします。 

(６)指定申請書の受付 

① 受付期間 令和７年１１月１０日(月)から１１月１７日(月)までの休日・祝日

を除く午前９時から午後５時まで 

② 受付場所 本募集要項「17.問合せ先」のとおり 

③ 提出様式 本募集要項「８．提出書類」のとおり 

④ 提出方法 

正本１部を持参してください。なお、郵送の場合は、簡易書留郵便等の確実な

方法によるものとし、受付期間内に到着したものに限り、受け付けます。また、

申請書の電子データを電子メールにて提出してください。 

⑤ 提出部数 本募集要項「８．提出書類」のとおり 

(７)尾花沢市指定管理者選定委員会の開催（プレゼンテーション、質疑応答、評価） 

令和７年１１月２７日（木）開催予定 

① 開催内容 

ア 応募者によるプレゼンテーション（15分）・質疑応答（10分） 

イ 委員による意見交換及び評価項目に対する審査（採点） 

② 注意事項 

ア 詳細が決まり次第、申請書類を提出した応募者に連絡します。 

イ プレゼンテーション・質疑応答では、提出書類のみを使用してください。 

ウ プレゼンテーションではプロジェクター、スクリーンを使用することがで
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きます。プロジェクター、スクリーンについては本市が用意しますが、それ

以外のパソコン、その他機器については、応募者でご持参ください。機器の

設置は５分以内とし、プレゼンテーションの時間に含みません。ただし、設

置・準備で５分を超過した場合、超過した時間はプレゼンテーションの時間

に含むものとします。機器の不具合・故障等による時間の延長及びやり直し

は認めません。 

エ プレゼンテーションを行う説明者は応募者の構成員に限ることとし、２名

を上限とします。応募者のその他構成員が、プレゼンテーション・質疑応答

を傍聴することはできません。 

(８)指定管理者の候補者選定通知 

選定結果は、申請書類を提出した応募者に対して速やかに通知します。また、選

定の経過及び結果は、指定管理者候補者として選定した後、本市ホームページへ掲

載し公表します。 

(９)指定管理者の指定 

選定した候補者を尾花沢市議会12月定例会へ付議予定です。議会の議決を経て、

選定した候補所を次期の指定管理者へ指定します。 

(10)指定管理者との協議 

議会議決後、本市と協定締結のための協議を行います。 

(11)指定管理者からの引継ぎ 

令和８年２月から３月までの間に現指定管理者から引継ぎ 

(12)指定業務開始 

  本市と次期指定管理者との間で協定を締結し、令和８年４月１日より指定管理業

務を開始します。 

 

７.応募資格 

（１）住所要件 

県内に主たる事務所（本店）を有する法人その他の団体（以下「法人等」と

いう。）で、本体育施設の管理運営業務を行うことができる者。 

（２）資格要件 

応募する法人等は、次に掲げる要件を全て満たし、かつ類似の体育施設を過去に

管理運営した実績を有することが条件になります。なお、体育施設（民間の体育施

設を含む。）を過去に管理運営した実績とは、保守・環境維持・受付・貸出・監

視・自主事業実施等の業務を総括していることとし、業務の一部を受託し請け負っ

ているだけでは管理運営実績とはしません。 

ア 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定により、尾花
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沢市における一般競争入札又は指名競争入札の参加を制限されていないこと。 

イ 尾花沢市から指名停止措置を受けていないこと。 

ウ 地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第11項の規定による指定の

取消しを受けたことがないこと。 

エ 団体の代表者等（法人の場合は法人の役員（非常勤役員を含む。）、支配人

及び営業所の代表者、団体の場合は理事等法人の場合と同様の責任を有する者

を含む。以下同じ。）が暴力団員による不当な為の防止等に関する法律（平成

３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」とい

う。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員

等」という。）でないこと。 

オ 暴力団員等がその事業活動を支配していないこと。 

カ 暴力団員等をその業務に従事させ、又はその業務の補助者として使用するお

それがないこと。 

キ 会社更生法（平成14年法律第154号）又は民事再生法（平成11年法律第225

号）の規定に基づく更生又は再生手続をしていないこと。 

ク 国税及び地方税を滞納していないこと。 

ケ 本業務を円滑に遂行できる、安定的かつ健全な財務能力を有していること。 

コ 団体の代表者等に、破産者、法律行為を行う能力を有しない者又は禁錮以上

の刑に処せられている者がいないこと。 

サ 共同企業体においては、代表団体が決められていること。 

シ 重複応募は、単独と共同企業体間、共同企業体同士間のいずれにおいてもで

きないこと。 

(３)失格事項 

応募者が次のいずれかに該当する場合は失格とし、候補者選定の審査の対象から

除外します。なお、失格となった応募者にはその理由を記し通知します。 

ア 募集要項に定めた資格・要件が備わっていないとき 

イ 選定委員会の委員に個別に接触したとき 

ウ 異なる申請書類を複数提出したとき 

エ 申請書類の提出方法を遵守せずに提出したとき 

オ 申請書類が様式及び注意事項に示された内容に適合しないとき 

カ 申請書類に記載すべき内容の全部又は一部が記載されていないとき 

キ 申請書類に虚偽の内容が記載されているとき 

ク その他不正な行為があったとき 
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８．提出書類 

（１）指定申請書 

書類名称 提出部数 備  考 

① 指定申請書（規則様式第1号） 
正本1部 

副本（電子データ） 
 

② 事業計画書（規則様式第2号） 
正本1部 

副本（電子データ） 

評価項目全てについて提案して

ください。 

③ 職員配置計画書（仕様書様式第1号） 
正本1部 

副本（電子データ） 
 

④ 指定施設の管理に係る収支計画書 

（規則様式第3号） 

正本1部 

副本（電子データ） 
提案額は、上限額以内の額で提

案してください。 

⑤ 収支内訳書（規則様式第3号-1） 
正本1部 

副本（電子データ） 

⑥ 委託業務内訳書（ 〃 別紙1） 
正本1部 

副本（電子データ） 
 

⑦ 体育施設に係る管理運営実績（任意様式） 
正本1部 

副本（電子データ） 
 

⑧ 申請団体の組織を説明する書類 

定款、寄付行為、規約等（任意様式） 
正本1部 

副本（電子データ） 

法人以外の団体にあっては、こ

れらに類する書類を提出してく

ださい。 

登記簿謄本（法人の場合） 正本1部 
登記事項証明書は登記所で交付

を受けたもの。 

申請団体の役員等一覧表（任意様式） 正本1部 

提出された名簿は、暴力団排除

の観点から尾花沢警察署へ照会

する場合があります。 

代表者の身分証明書写し 正本1部  

⑨ 申請団体の経営状況を説明する書類 

 直近3事業年度分の収支決算書類 

（任意様式） 

正本1部 

副本（電子データ） 
貸借対照表、損益計算書等 

前年の国税及び地方税に係る納税証明書 
正本1部 

副本（電子データ） 

国税については、納税証明書そ

の 3の 3([法人税と消費税及び

地方消費税]に未納の税額がな

いことの証明） 

⑩申込資格に関する申立書 

（規則様式第4号） 
正本1部  

《提出書類の注意事項》 

・提出書類は、Ａ４版で縦型・横書きを基本とします。やむを得ずＡ４版を超える

場合はＡ４版サイズに折りこんでください。 
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・印刷は両面印刷・カラー印刷とも可とします。文字のフォントやサイズは特に指

定しませんが、読みやすさに配慮してください。（文字サイズは 10.5 ポイント

以上推奨） 

・提出書類一式（正本）は、ファイルに綴じてください。 

・ファイルの表紙及び背表紙には、「尾花沢市運動公園体育施設等指定申請書」と

記載してください。また、表紙及び背表紙の下部に応募者の名称を記載してくだ

さい。なお、副本については、正本写しのものを提出してください。 

(２)書類の取扱い 

① 尾花沢市が提示する書類について 

ア 著作権は本市に帰属します。 

イ 申請者が、申請に係る検討以外の目的でこれを使用することを禁じます。ま

た、この検討の目的の範囲内であっても、担当課の承諾を得ることなく、第三

者に対しこれを使用させ、又は内容を提示することを禁じます。 

② 申請者が提出する申請書類について 

ア 指定管理者の指定までの間、申請書類の著作権は申請者に帰属します。 

イ 指定管理者の指定後は、指定管理者に指定された申請書類の著作権は本市に

帰属し、指定されなかった申請書類の著作権は申請者に帰属します。 

③ 尾花沢市による申請書類の使用について 

本市は上記著作権を尊重した上で、指定管理者の指定や公表等に必要な場合

は、申請書類の内容を自由にかつ無償で使用できるものとします。 

 

９.指定管理者の選定方法 

(１)選定方法 

指定管理者の選定にあたっては、尾花沢市指定管理者選定委員会において、プ

レゼンテーション(15分)、質疑応答(10分)により各委員が次の評価項目及び評価

基準に沿って総合的に審査し、評点の合計が最も高い申請者を指定管理者の候補

者とします。審査の結果、委員の平均点数が評価合計（100点満点）の６割（60点）

に満たない場合は不適格者とします。また、選定委員会は非公開とします。 

(２)評価項目及び評価基準 

選定委員会が申請者を審査するにあたっては、次表による評価項目及び評価基準

により審査します。 

評価項目 評価基準 配点 

１ 利用者の平等な利用確保及びサービスの向上について 

評価項目 

利用者の平等な利

用の確保について 

・利用者の平等利用が確保される提案となっているか。 

・様々な利用者に対応した運営方法が提案されているか。 10 
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管理運営に対する

基本方針について 

・本市の基本方針を理解し、施設の管理運営が適正かつ的確に

行わる提案となっているか。 

・施設機能を十分に活用した運営となっているか。 
10 

利用者のサービス

向上について 

・誰もが利用しやすい施設となるよう、利用者サービスに関す

る取組が具体的に提案されており、実現可能と見込めるか。 

・施設に対する要望や苦情の聴取方法が具体的に提案されてい

るか。また、利用者ニーズへの対応は適切に行われるか。 

10 

２ 施設の効用を最大限に発揮することについて 

評
価
項
目 

利用促進に向けた

取り組みについて 

・施設の利用者数及び稼働率アップに対する取組が具体的に提

案されており、実現可能と見込めるか。 10 

スポーツ情報の提

供について 

・施設に関する専用ホームページの開設やＳＮＳを活用したス

ポーツ情報の発信の取り組みが具体的に提案されており、実

現可能と見込めるか。 
10 

地域の振興及び交

流を目的とするイ

ベント等の開催に

ついて 

・地元経済振興に貢献しているか。 

・地域活動への参加や地元団体との連携について具体的に提案

されているか。 
10 

３ 施設の適切な維持管理と運営を安定して行うための人員及び能力の確保について 

評
価
項
目 

施設の維持管理及

び収支計画の内容

とその実現性につ

いて 

・施設の適切な維持管理の取り組みが具体的に提案されてお

り、実現可能と見込めるか。 

・管理費削減の取り組みが具体的に提案されており、実現可能

と見込めるか。 

・提示された指定管理料の範囲内において管理運営にかかる経

費が適切に見込まれており、収支計画が適正であるか。 

10 

安定した運営が可

能となる人的能力

について 

・施設の管理運営に必要な人材・人数が適正に見込まれている

か。 

・スポーツ施設として多様化するニーズに対応できる専門性の

高い人材が確保されているか。 

・男女がともに働きやすい職場環境づくりや女性の登用などワ

ークライフバランス等の推進に取り組んでいるか。 

・人材育成への取組が具体的かつ実現可能と見込めるか。 

10 

４ その他 

評
価
項
目 

個人情報の保護措

置・情報公開につ

いて 

・個人情報保護の取組や守秘義務の徹底の取組について的確な

提案がされているか。 

・関係法令の遵守について、必要な措置を講ずる提案がされて

いるか。 

5 

緊急時の対応につ

いて 

・安全管理（事故・防犯・防災等）の対策及び緊急時の対応に

ついて具体的に提案されているか。 
5 

自主事業の取り組

みについて 

・スポーツ教室やその他自主事業について、本市の施策の方向

性に沿った提案がなされているか。（本市が策定するスポー

ツ推進計画を踏まえ、体を動かす習慣づくりによる体力向

上、スポーツを支える環境の整備、誰もが気軽に参加できる

機会の提供といった取組が提案されているか） 

10 

合計（100点満点） 100 

(３)指定管理者の候補者選定通知 

選定結果は、申請書類を提出した応募者に対して速やかに通知します。また、選

定の経過及び結果は、指定管理者候補者として選定した後、本市ホームページへ掲

載し公表します。 
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10．協定の締結 

(１)基本的な考え方 

議会の議決を経て、候補者を指定管理者に指定するとともに、協定を締結しま

す。なお、協定書の発効は令和８年４月１日とします。 

(２)協定内容 

【基本協定】 

・目的・管理の基本方針・対象施設・指定期間・管理業務の範囲 

・自主事業の取扱いについて・業務実施条件・緊急時の対応 

・文書管理・情報管理・情報公開 

・事業遂行の記録・利用者（使用者）アンケートの実施・利用者意見の聴取 

・事業報告書・業務実施状況の確認・業務の改善勧告・指定管理者への指示 

・指定の取り消し・指定管理料の支払い・使用料等の取り扱い 

・損害賠償等・リスク分担・公の施設の災害時の利用・暴力団等の排除 等 

【年度協定】 

・年度協定の目的・各年度の業務内容・各年度の指定管理料 

・各年度の指定管理料の支払い・支払いの留保・支払いの特例 等 

 

11．賠償責任と保険加入 

指定管理者の責めに帰すべき事由により損害が生じた場合は、指定管理者に損

害賠償義務が生じることから、原則として指定管理者は、施設利用者等の身体・

財物に対する損害賠償責任保険へ加入してください。 

 

12．リスクへの対応 

指定期間内における主なリスク負担については、業務仕様書の負担区分による

ものとし、それ以外のリスク負担については、別途協議を行い決定します。 

 

13．緊急時の対応 

本体育施設において、緊急事態が発生した場合は、利用者及び近隣住民の安全

確保を最優先とし、被害、損害を最小限に抑えるため、事前に危機管理マニュア

ルを作成し、日常的に避難誘導訓練等の対応を行ってください。 

 

14．事業等の計画及びモニタリング 

(１)事業計画書及び収支予算書の提出 

指定管理者は、指定管理業務及び自主事業について次年度の事業計画書及び収

支予算書を本市が指定する期日までに作成し、本市へ提出するものとします。 



11  

(２)事業報告書の提出 

指定管理者は、事業報告（月次、年間等）を作成し、本市に提出します。書式

は、本市と指定管理者で協議の上、定めるものとします。 

(３)アンケート等の実施 

指定管理者は、施設利用者の利便性の向上を図る観点から、意見箱、アンケー

ト、インタビュー（対面会話による意見聞き取り）を組み合わせて施設利用者の

意見、要望、苦情等を聴取し、その結果及び業務改善への反映状況については利

用者への周知を図るとともに本市に報告し、本市と協力して本体育施設のサービ

ス向上に取り組むものとします。 

(４)管理運営検証の実施 

本市は、指定期間中に、業務内容、成果を把握し、市民サービスの向上に努め

るため、指定管理業務について、管理運営検証を行います。毎年度の評価項目と

評価指標を協定締結の際に定めます。なお、業務遂行状況の確認と評価の実施

後、指定管理者の業務が業務仕様書等に定められた基準を満たしていないと判断

した場合、本市は指定管理者が必要な改善措置を講じるよう、通知や是正勧告を

行います。それでも改善が見られない場合、指定を取り消すことがあります。 

 

15．その他 

(１)指定管理者の申請後から業務を開始するまでの期間にかかる必要な経費は、全て

申請者が負担してください。 

(２)申請から指定の議決までの間に、法人又は団体の名称、主たる事務所の所在地及

び代表者の氏名に変更があったときは、速やかに届け出てください。 

(３)協定書等の解釈に疑義が生じた場合又は協定書等に定めのない事項が生じた場合

は本市と指定管理者とは誠意をもって協議するものとします。 

 

16．添付資料 

ア 尾花沢市運動公園の設置及び管理に関する条例 

イ 尾花沢市運動公園管理運営に関する規則 

ウ 尾花沢市教育委員会教育施設使用料等減免要綱 

エ 尾花沢市個人情報の保護に関する法律施行条例 

オ 尾花沢市スポーツ推進計画 

カ 尾花沢市総合公園体育施設指定管理業務仕様書 

キ 尾花沢市運動公園指定管理料基準額算定表 

ク 尾花沢市運動公園体育施設管理平面図 

ケ 尾花沢市運動公園体育施設管理備品一覧表 
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コ 令和５～６年度尾花沢市運動公園体育施設利用状況 

サ 令和５～６年度尾花沢市運動公園体育施設指定管理業務収支実績 

シ 要項様式第１～２号 

ス 仕様書様式第１号 

セ 規則様式第１～４号（添付様式含む） 

※尾花沢市ホームページをご覧ください。 

17．問い合わせ先 

募集に関する事項については、下記にお問い合わせください。 

 

尾花沢市教育委員会社会教育課生涯学習スポーツ係 

〒999-4225 尾花沢市若葉町一丁目８番25号  

ＴＥＬ 0237-23-3332（直通） ＦＡＸ 0237-24-0093 

Ｅ-mail shakyo@city.obanazawa.yamagata.jp 

mailto:shakyo@city.obanazawa.yamagata.jp

